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政策保有株式の縮減状況のお知らせ 

当社が政策保有株式を保有するのは、取引先との安定的・長期的な取引関係の構築、業務提携、または協

働ビジネス展開の円滑化及び強化等の観点から、当社グループの中長期的な企業価値向上に資すると判断さ

れる場合としております。この保有の目的を十分に満たしていないと判断した場合には、縮減に努めます。

保有する個々の政策保有株式については、保有の意義との整合性を具体的に精査し、毎年、取締役会にて、

「投資先企業の経営方針が当社事業に与える影響」「取引状況」「株価」「簿価配当率」などを総合的に評

価し、保有に関する検証を行っております。 

上記方針を踏まえ、2024年7月期の政策保有株式の対連結純資産比率が株価上昇により22.9％の水準に達

したことに対して取締役会で議論を行い、政策保有株式の一部を売却しました。結果、2025年7月期末にお

ける政策保有株式の対連結純資産比率は、19.5％となりましたことをお知らせします。 

なお、当売却による2025年7月期の親会社株主に帰属する当期純利益への影響は約9億円であります。 
今後も経済合理性や保有意義などについて検証を行った上で、政策保有株式の保有について総合的に判断

してまいります。

【参考】

有価証券報告書の「保有目的が純投資以外の目的である投資株式」の「貸借対照表計上額の合計額」に記載

する金額、および関連情報は以下の通りです。

2024 年7月期 2025 年7月期 増減

銘柄数 72 銘柄 72 銘柄 なし

貸借対照表計上額 14,855 百万円 13,794百万円 △1,061百万円

期末連結純資産 64,788 百万円 70,805百万円 ＋6,016百万円 
期末連結純資産比率 22.9％ 19.5％ △3.4％

（注）「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等を当連結会計年度

の期首より適用しており、2024年7月期に係る各数値については、当該会計基準等を遡及適用した後の数値となっ

ております。
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